
■テーマ：「誤解していませんか？『年収の壁』を正しく知ろう」 
 
■本文： 
１．はじめに 
パートタイム労働者の就労調整によって人員が確保できないケースが多発しています。その背景にある
のが「年収の壁」の存在です。「年収の壁」とは、それ以上働くと税や社会保険料が発生する年収のライ
ンを指し、「税金の壁」と「社会保険の壁」に分かれます。今回は内容を分かりやすくするため、パート
タイマーとして働く妻と、その妻を扶養している会社勤めの夫のケースで見ていきます。 
 
２．「年収の壁」とは？ 
 まず、「税金の壁」について説明します。税の用語では、「収入」とは税金や社会保険料を差し引く前の
総収入、「所得」とは収入から諸経費や所得控除を引いた残りを指します。 
 
①100 万円の壁 
 妻の年収が 100 万円以下であれば妻の住民税（所得割と均等割）はかかりません。 
②103 万円の壁 
 妻の年収が 103 万円以下であれば、妻の所得税はかかりません。また、妻を扶養している夫も合計所
得金額 900 万円以下であれば配偶者控除が受けられ、夫の所得税が減ります※。 
③150 万円の壁 
 妻の年収が 150 万円以下であれば、配偶者特別控除を満額受けられます。妻の年収が 150 万円を超え
ると、夫が受けられる控除額は段階的に減ります※。 
④201 万円の壁 
 妻の年収が 201 万円を超えると、夫は配偶者特別控除を受けられません。 
 
※：夫の合計所得金額が 1000 万円を超える場合や、妻を青色申告者または白色申告者の事業専従者とし
ている場合などは配偶者（特別）控除が受けられません。 
 
 次に、「社会保険の壁」についてです。 
 
①106 万円の壁 
 一定の要件に該当した場合、妻は夫の扶養から外れ、社会保険に加入する必要があります。 
②130 万円の壁 
 妻の見込み収入が 130 万円以上となる場合、「106 万円の壁」に該当しなくても、妻自ら社会保険に加
入する必要があります。 
 
３．誤解の解消に向けて 
 就労調整は主に「103／130 万円の壁」でされることが多いです。しかし、「税金の壁」の影響は小さく、
例えば年収 104 万円の場合、所得税のインパクトは超過分１万円×所得税率５％で、500 円です。収入



以上の税金は発生しません。 
一方で「社会保険の壁」の影響は大きいですが、将来の年金受給額も増えるので、一概に「損」とは 

言えません。 
 ただ、配偶者に家族手当を支給している企業のうち、約８割は配偶者の年収 103／130 万円を基準に制
限をしています（出典：人事院『令和４年職種別民間給与実態調査』）。「年収の壁」対策には、企業での
家族手当の見直しも含めた総合的な議論が必要と言えます。 
（七田総合研究所 代表・中小企業診断士・特定社会保険労務士 七田 亘） 
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